
 

 

 

日時：平成 25年 2月 4日（月）8：00～9：30 

場所：名寄庁舎 3階会議室           

 

１ 開 会  

２ 市長あいさつ 

 ・ 新政権の誕生により、防衛大綱及び中期防衛力整備計画の見直し方針や防衛予算の増加が示され

ている。自衛隊名寄駐屯地の体制維持・拡充に向け、より一層取り組んでいきたい。 

 ・ 埼玉県和光市で開催された第９回ニッポン全国鍋合戦で煮込みジンギスカンが６位入賞を遂げた。

先日開催された東京なよろ会新年会の場でも力強い応援をいただいており、ふるさとへの期待と

強い思いを感じた。また、ふるさと納税のさらなる推進に向けた検討もお願いする。 

 ・ ４月から東京への派遣職員が２名体制となる。ネットワークを活用した情報収集など、各部局に

おいても有効に活用願う。 

 ・ 先月は海外や首都圏企業の方々に本市を訪問いただいた。日々の市民の皆様をはじめ、細かな心

遣いやおもてなしの心を持った対応をお願いする。 

 

３ 市長・副市長の動静 

教育委員会関係行事予定 

４ 協議事項・報告事項 

（１）市政への要望【No.27～28】 

 ・ 要望書の提出があった２件について、担当部局から報告がありました。 

No 
受付 

番号 
件   名 

受 付 

年月日 
要望者 担当部課 

1 No.27 
平成 25 年度入札に向けた施設警

備業務に関する要望 
H24.12.18 

一般社団法人北海道警備

業協会 

会長 角地 覺 他１名 

総務部総務課 

建設水道部土木課 

2 No.28 名寄市政に関する要請 H25.1.22 
連合北海道名寄地区連合

会 会長 佐々木 憲一 

総務部 

企画課 

 

（２）平成 24年第 2回定例会における検討事項の処理顛末について 

 ・ 議員からの質問に対する検討事項の処理顛末として、次の６件について、担当部局から報告があ

りました。 

№ 件      名 担当部 

1 

○電力需給における行政の役割について 

 家庭における新エネルギー導入普及推進策等の検討を行うとともに、公共部門に

おいては、今後整備等を予定する公共施設への新エネルギー導入について検討を行

う。 

総務部 

2 
○住宅リフォームに替わる新たな視点での助成制度について（新エネ、省エネ） 

 家庭における新エネルギー導入普及推進策等の検討を行う。 
総務部 



3 

○移住、定住、ちょっと暮らしの推進及びその対策について 

 移住対策庁内検討会議を設置し、課題に対する具体的取組として、首都圏を中心

とした移住情報を発信するとともに、ちょっと暮らし住宅の検討を進めている。 

経済部 

4 

○案内看板の考え方 

 庁内各部において実施した案内標識の調査結果を踏まえ、道路標識設置基準を策

定し、関係機関の協力もいただきながら基準の運用を図る。 

建設水道部 

経済部 

5 
○文化振興条例の制定について 

 （仮称）市民ホール開館前に文化振興条例を制定する。 
教育部 

6 

○障がいのある子どもへの児童クラブの対応について 

 状況調査の結果、障がいをもつ児童の児童クラブ加入希望数は、現在加入されて

いる児童数と大きな違いはないことから、現体制を基本とし、引き続き民間・公設

施設の指導員ともに研修を受講し、指導力向上に努める。 

教育部 

 

５ 連絡事項・その他 

（１）人事評価制度試行実施の日程について【総務部】 

 ・ 人事評価制度試行実施の日程について連絡と依頼がありました。 

 

（２）退職手当の段階的引き下げについて【総務部】 

 ・ 退職手当の段階的引き下げについて周知がありました。 

 

（３）名寄市特定事業主行動計画策定・推進委員会の設置について【総務部】 

 ・ 名寄市特定事業主行動計画策定・推進委員会の設置について周知がありました。 

 

（４）職員提案（予算用）の今後の取り組みについて【総務部】 

 ・ 職員提案（予算用）の今後の取り組みについて連絡と依頼がありました。 

 

６ 各部局の懸案事項 

 ・ ２月１１日に南相馬市の桜井市長を講師とした講演会を開催する。多くの方の参加をお願いする。

〔総務部〕 

 ・ ４月にオープンする駅前交流プラザ「よろーな」の利用受付を 2 月１日から開始した。利用受付

を市民会館で行っている。〔営業戦略室〕 

 

７ 閉 会 

 ・ 雪質日本一フェスティバル等のイベントが開催される。積極的に参加し、おもてなしの心を持っ

てお客様を迎えてほしい。 

 ・ 市内には各種ボランティア団体がある。活動への積極的な参加をお願いする。 

 ・ ４月の辞令交付について、窓口への影響を考慮する工夫を検討したい。 


